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○和歌山大学教育学部附属学校規則 

 

制  定 昭和５１年１１月２６日 

最終改正  令和 ２年 ６月 ３日 

 

第１章 総則 

 （設置及び名称） 

第１条 和歌山大学教育学部（以下「学部」という。）に次の附属学校を置く。 

  附属小学校 

  附属中学校 

  附属特別支援学校 

 （附属学校の目的及び使命） 

第２条 附属学校は、教育基本法並びに学校教育法に基づく教育を行うほかに、次の各号に掲げる事

項を行うものとする。 

 (1) 学部と協力して教育の理論と実際に関する研究と実証を行うこと。 

 (2) 学部学生の教育実習の機関としての責務を負うこと。 

 (3) 教育の現場の問題と取り組み、教育研究を通して、地方教育の伸展に貢献すること。 

 （運営協議） 

第３条 附属学校の運営上特に必要な事項についての協議並びに附属学校相互間の連絡調整を図るた

めに、附属学校部を置く。 

２ 附属学校部に関する規程は、別に定める。 

 （職員組織） 

第４条 附属学校に次の職員を置く。 

  校長 

  副校長（教頭） 

  主幹教諭 

  教諭 

  養護教諭 

  栄養教諭 

  事務職員 

  技能職員 

  用務員 

  学校医 

  学校歯科医 

  学校薬剤師 

２ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、臨時職員をもつて充てる。 

 （職員の職務） 

第５条 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

２ 副校長（教頭）は、校長を助け、校務を整理する。 

３ 主幹教諭は、校長及び副校長（教頭）を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童・生
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徒（以下「児童等」という。）の教育をつかさどる。 

４ 教諭は、児童等の教育をつかさどるとともに、大学が行う研究に協力し、教育実習の指導に当た

る。 

５ 養護教諭は、養護に関する業務をつかさどるとともに、大学が行う研究に協力し、教育実習の指

導に当たる。 

６ 栄養教諭は、児童等の栄養の指導及び管理をつかさどるとともに、大学が行う研究に協力し、教

育実習の指導に当たる。 

７ 事務職員は、校長の監督を受け、事務に従事する。 

８ 技能職員は、校長の監督を受け、職務に従事する。 

９ 用務員は、校長の監督を受け、環境の整備その他の用務に従事する。 

10 学校医、学校歯科医又は学校薬剤師は、保健管理に関する専門的技術事項に関する職務に従事す

る。 

 （校務分掌） 

第６条 附属学校に教務主任、保健主事その他校務を分掌する主任及び主事（第 35 条の主事は、除

く。）を置き、教諭をもつて充てる。 

 （職員会議） 

第６条の２ 附属学校に、職員会議を置く。 

２ 職員会議に関し必要な事項は、別に定める。 

 （学校運営協議会） 

第６条の３ 附属学校に、学校運営協議会を置く。 

２ 学校運営協議会に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第２章 通則 

 （学年） 

第７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第８条 前条の学年を次の学期に分ける。 

(1) 附属小学校 

  第１学期 ４月１日から８月２４日まで 

  第２学期 ８月２５日から１２月３１日まで 

  第３学期 １月１日から３月３１日まで 

 (2) 附属中学校 

  前期 ４月１日から 10月の第 2週の水曜日まで 

  後期 10月の第 2週の木曜日から翌年 3月 31日まで 

(3) 附属特別支援学校 

  第１学期 ４月１日から８月３１日まで 

  第２学期 ９月１日から１２月３１日まで 

  第３学期 １月１日から３月３１日まで 

 （休業日） 

第９条 学年中の休業日は、次のとおりとする。 
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  日曜日及び土曜日 

  祝日法に規定する休日 

  春季休業 ３月２５日から４月７日まで 

  夏季休業 ７月２１日から８月２４日まで。ただし、附属特別支援学校においては、７月２１日

から８月３１日までとする。 

  秋季休業 附属中学校に限り、10月の第 2週の火曜日及び水曜日 

  冬季休業 １２月２５日から翌年１月５日まで。ただし、附属特別支援学校においては、１２月

２５日から翌年１月７日までとする。 

２ 校長は、必要があるときは、休業日を変更し又は臨時に休業することができる。 

３ 校長は、教育上必要があると認め、次の各号の要件を満たす場合、休業日（日曜日及び土曜日並

びに祝日法に規定する休日を除く）を振り替えずに授業日とすることができる。 

 (1) 学年単位以上で教育活動を行う。 

 (2) 半日以上の教育活動を行う。 

 (3) 一年度最大５日までとする。 

４ 校長は、第２項により臨時に休業日を定めたとき及び第３項により休業日を授業日としたときは、

学部長に、その旨を報告しなければならない。 

 （健康管理） 

第１０条 附属学校は、毎年定期に児童等の健康診断を行わなければならない。 

２ 附属学校は必要があるときは、臨時に児童等の健康診断を行うものとする。 

３ 附属学校は、前２項の健康診断のほか、学校保健法その他の法令に基づき、予防接種又は諸種の

検査等を児童等に受けさせなければならない。 

 （保健管理） 

第１１条 校長は、児童等が感染症等にかかり、又はかかつている疑いや、かかる恐れのあるときは、

その保護者に対して、事由及び期間を明らかにして当該児童等の出席停止を指示することができる。 

（学校安全） 

第１１条の２ 校長は、児童生徒の安全の確保を図るため、事故、加害行為（いじめを含む）、災害等

について、附属学校の実情に応じた基本的な対策の方針を定め、適切かつ迅速に対応するとともに、

附属学校部長へ速やかに報告する責務を有する。 

 

第３章 附属小学校 

 （修業年限） 

第１２条 附属小学校（以下「小学校」という。）の修業年限は、６年とする。 

 （教育課程、授業時数及び教科用図書） 

第１３条 小学校の教育課程及び授業時数は、学校教育法施行規則第５０条から第５４条までの規定

に基づいて校長が定める。 

２ 小学校において使用する教科用図書は、学校教育法第３４条の規定に基づいて校長が定める。 

 （学習の評価） 

第１４条 学習の評価に関する基準は、校長が別に定める。 

 （修了及び卒業） 

第１５条 各学年の課程の修了は、校長が認定する。 
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２ 校長は、小学校の全課程を修了したと認めた者には、卒業証書を授与するものとする。 

 （入学定員、学級定数及び児童定員） 

第１６条 小学校の入学定員、学級定数及び児童定員を次のように定める。 

区分 入学定員 学級定数 
児童定員 

1学級定員 計 

単式学級 

複式学級 

60 

8 

12 

3 

30 

16 

360 

48 

計 68 15  408 

 （入学） 

第１７条 小学校の入学の時期は、学年の始めとする。 

第１８条 小学校に入学することのできる者は、入学する年度の４月１日までに満６歳に達したもの

とする。 

２ 転入学については、別に定める。 

第１９条 小学校に子女を入学させようとする保護者は、所定の入学願書その他の書類に所定の入学

検定料を添えて、所定の期日までに校長に願い出なければならない。 

２ 所定の入学検定料の額は、別に定める。 

３ 納付された検定料は、返還しない。ただし、入学を許可するための選考等において、抽選による

選考等を行い、その合格者に限り試験、健康診断、書面その他による選考等（以下この項において

「試験等」という。）を行つた場合において、抽選による選考等で不合格となつた者については、当

該者が所定の期日内に返還請求を行つた場合に限り、試験等に係る検定料相当額を返還するものと

する。 

第２０条 入学の許可は、選考のうえ、校長が行う。 

２ 前項の選考の方法については、別に定める。 

第２１条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、所定の必要書類を提出しなければならな

い。 

２ 校長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 （休学） 

第２２条 保護者は、児童が疾病その他やむを得ない事由によつて、相当期間継続して、修学するこ

とができないと認められるときは、医師の診断書又は理由書を添付し校長の許可を得て休学させる

ことができる。 

 （復学） 

第２３条 前条の保護者は、児童の休学の事由が消滅したときは、医師の診断書又は理由書を添付し

校長の許可を得て復学させなければならない。 

 （転学） 

第２４条 保護者は、児童を他の小学校に転学させようとするときは、校長の許可を受けなければな

らない。 

 （職員定数） 

第２５条 小学校の職員定数は、別に定める。 

 

 第４章 附属中学校 
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 （修業年限） 

第２６条 附属中学校（以下「中学校」という。）の修業年限は、３年とする。 

 （教育課程、授業時数及び教科用図書） 

第２７条 中学校の教育課程及び授業時数は、学校教育法施行規則第７２条から第７４条まで及び第

７９条の規定に基づいて校長が定める。 

２ 中学校において、使用する教科用図書は、学校教育法第４９条の規定に基づいて校長が定める。 

 （入学定員、学級定数及び生徒定員） 

第２８条 中学校の入学定員、学級定数及び生徒定員を次のように定める。 

区分 入学定員 学級定数 
生徒定員 

1学級定員 計 

普通学級 140 12 35 420 

計 140 12  420 

 （入学） 

第２９条 中学校に入学することのできる者は、小学校の全課程を修了したものとする。 

２ 転入学については、別に定める。 

 （準用規定） 

第３０条 第１４条、 第１５条、 第１７条及び第１９条から第２５条までの規定は、 中学校にこれ

を準用する。 

 

 第５章 附属特別支援学校 

 （修業年限） 

第３１条 附属特別支援学校（以下「特別支援学校」という。）に、小学部、中学部及び高等部（以下

「各部」という。）を置き、その修業年限は、次のとおりとする。 

区分 修業年限 

小学部 

中学部 

高等部 

６年 

３年 

３年 

 （教育課程及び教科用図書） 

第３２条 特別支援学校各部の教育課程は、学校教育法施行規則第１２６条から第１３４条までの規

定に基づいて、校長が定める。 

２ 特別支援学校各部において使用する教科用図書は、学校教育法第８２条及び附則第９条の規定並

びに同法施行規則第１３１条及び第１３２条の規定に基づいて、校長が定める。 

 （入学定員、学級定数及び児童等の定員） 

第３３条 特別支援学校各部の入学定員、学級定数及び児童等の定員を次のように定める。 

 

区分 入学定員 学級定数 
児童等の定員 

1学級定員 計 
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小学部 

中学部 

高等部 

3 

6 

8 

3 

3 

3 

6 

6 

8 

18 

18 

24 

計 17 9  60 

 （注）小学部の入学定員について、複式学級編成のため１学級定員の入学定員を示す。 

 （入学） 

第３４条 特別支援学校の各部に入学することのできる者は、知的障害児であつて、次の各号に該当

するものとする。 

 (1) 小学部にあつては、入学する年度の４月１日までに、満６歳に達していること 

 (2) 中学部にあつては、小学校若しくは特別支援学校の小学部を卒業し又は相当の年齢に達し、こ

れと同等以上の課程を修了したと認められること 

  (3) 高等部にあつては、中学校若しくは特別支援学校の中学部を卒業し、又は相当の年齢に達し、

これと同等以上の課程を修了したと認められること 

２ 転入学については、別に定める。 

 （各部の主事） 

第３５条 特別支援学校の各部にそれぞれ主事を置く。 

２ 主事は、その部に属する教諭をもつてこれに充てる。 

３ 主事は、校長の監督を受け、各部に関する校務をつかさどる。 

 （入学料、授業料） 

第３６条 高等部にあつては、入学料及び授業料を徴収する。所定の入学料、授業料の額は、別に定

める。 

２ 授業料は、前期及び後期の２期に区分し年額の２分の１を所定の期日までに納付しなければなら

ない。ただし、特別の事由のある者については、分納を許可することがある。 

３ 前項の規定にかかわらず、納付する者から申出があつたときは、前期に係る授業料を納付すると

きに、当該年度の後期に係る授業料を併せて納付するものとする。 

４ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、第２項の規定にかかわらず、入学を

許可されるときに申出て、納付することができる。 

第３６条の２ 納付された入学料及び授業料は、返還しない。ただし、次の各号の一に該当する場合

は、この限りでない。 

 (1) 前条第３項の規定により授業料を納付した者が、後期に係る授業料納付時期前に休学又は退学

したときは、納付した者の申出に基づき後期に係る授業料相当額を返還するものとする。 

 (2) 前条第４項の規定により授業料を納付した者が、入学年度開始前に入学を辞退したときは、納

付した者の申出に基づき当該授業料相当額を返還するものとする。 

第３７条 特別の事情により、入学料の納付が著しく困難であると認められるときは、第３６条の規

定にかかわらず、 別に定めるところにより、入学料の全額若しくは半額を免除することができる。 

第３８条 経済的理由によつて、授業料納付が困難であると認められ、かつ、特に教育効果の顕著な

生徒、又はその他やむを得ない事情があると認められるときは、別に定めるところにより、授業料

の全額若しくは半額を免除し、また、その徴収を猶予することができる。 

 （休学） 
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第３９条 小学部及び中学部にあつては、保護者は、児童及び生徒が疾病その他やむを得ない事由に

よつて、相当期間継続して、修学することができないと認められるときは、医師の診断書又は理由

書を添付し校長の許可を得て休学させることができる。 

２ 高等部にあつては、保護者は、生徒が疾病その他やむを得ない事由によつて、１か月以上修学す

ることができないと認められるときは、医師の診断書又は理由書を添付し校長の許可を得て休学さ

せることができる。 

３ 前項の休学期間は、１か月以上１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合には、医師の診

断書又は理由書を添付し校長の許可を得て更に引き続き１年以内の休学を許可することがある。 

４ 校長は、前項に定める休学期間を超えた者については、除籍するものとする。 

 （復学） 

第４０条 小学部及び中学部にあつては、保護者は、児童及び生徒の休学の事由が消滅したときは、

医師の診断書又は理由書を添付し校長の許可を得て復学させなければならない。 

２ 高等部にあつては、保護者は、休学中の生徒が復学しようとするときは、医師の診断書又は理由

書を添付し校長に復学を願い出なければならない。 

３ 校長は、休学の事由が消滅したときは、相当学年に復学を許可するものとする。 

 （退学） 

第４１条 高等部の生徒が退学しようとするときは、保護者は、その事由を文書をもつて校長に願い

出なければならない。 

２ 校長は、願い出を受理した場合において、審査の結果、正当な事由があると認めたときは、これ

を許可しなければならない。 

 （準用規定） 

第４２条 第１４条、 第１５条、 第１７条、第１９条から第２１条、第２４条及び第２５条までの

規定は、 特別支援学校各部にこれを準用する。 

２ 小学部から中学部への進学については、前項の規定において準用する第１９条及び第２０条の規

定にかかわらず、 所定の手続による小学部から中学部への連絡により入学を許可することができ

る。 

３ 高等部への入学者に準用する第２１条の規定は、入学料の免除許可申請中の者を含むものとする。 

 

 第６章 雑則 

 （その他） 

第４３条 この規則に定めるもののほか、附属学校に関して必要な事項は、校長が定めるものとする。 

附 則 

 この規則は、昭和 51年 11月 26日から施行し、昭和 51年 4月 1日から適用する。 

附 則 （昭和 52・5・20一部改正) 

 この改正規則は、昭和 52年 5月 20日から施行し、昭和 52年 4月 1日から適用する。 

附 則 （昭和 59・4・2一部改正) 

 この改正規則は、昭和 59年 4月 2日から施行し、昭和 59年 4月 1日から適用する。 

附 則 （昭和 59・12・14一部改正) 

 この改正規則は、昭和 59年 12月 14日から施行する。 

附 則 （昭和 63・3・15一部改正) 



教育学部附属学校規則 

５６１ 

 この改正規則は、昭和 63年 3月 15日から施行し、昭和 63年 1月 11日から適用する。 

附 則 （平成元・6・2一部改正) 

１ この改正規則は、平成元年 6月 2日から施行し、平成元年 4月 1日から適用する。 

２ 第 28条に定める生徒定員の計は、同条の規定にかかわらず、平成元年度は 520人、平成２年度

は 500人とする。 

附 則 （平成 2・12・14一部改正) 

 この改正規則は、平成 2年 12月 14日から施行する。 

附 則 （平成 3・9・24一部改正） 

 この改正規則は、平成 3年 9月 24日から施行し、平成 3年 4月 1日から適用する。 

附 則 （平成 4・3・13一部改正） 

 この改正規則は、平成 4年 3月 13日から施行し、平成 3年 7月 1日から適用する。 

附 則 （平成 4・9・1一部改正) 

 この改正規則は、平成 4年 9月 1日から施行する。 

附 則 （平成 5・7・15一部改正） 

１ この改正規則は、平成 5年 7月 15日から施行する。 

附 則 （平成 7・2・10一部改正） 

１ この改正規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。ただし、改正後の第１６条及び第３３条の規

定は、平成 6年 4月 1日から適用する。 

２ 第１６条に定める児童定員の計は、同条の規定にかかわらず、平成６年度から平成１０年度まで

は、次のとおりとする。 

区分 平成 6年度 平成 7年度 平成 8年度 平成 9年度 平成 10年

度 

単式学級 

複式学級 

720 

53 

720 

52 

720 

51 

720 

50 

720 

49 

計 773 772 771 770 769 

３ 第３３条に定める児童等の定員の計は、同条の規定にかかわらず、平成６年度から平成９年度ま

では、次のとおりとする。 

 

区分 平成 6年度 平成 7年度 平成 8年度 平成 9年度 

小学部 

中学部 

高等部 

20 

20 

28 

20 

19 

26 

19 

18 

24 

19 

18 

24 

計 68 65 61 61 

 

４ 平成５年度以前の附属小学校の複式学級並びに附属養護学校の小学部、中学部及び高等部の１学

級定員は、改正後の第１６条及び第３３条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 （平成 7・7・6一部改正) 

 この改正規則は、平成 7年 7月 6日から施行し、平成 7年 4月 1日から適用する。 

附 則 （平成 8・1・18一部改正) 
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 この改正規則は、平成 8年 1月 18日から施行し、平成 7年 9月 1日から適用する。 

附 則 （平成 11・3・5一部改正) 

 この改正規則は、平成 11年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 13・4・27一部改正） 

 この改正規則は、平成 13年 4月 27日から施行し、平成 13年 4月 1日から適用する。 

附 則 （平成 14・3・13一部改正） 

 この改正規則は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 15・3・6一部改正） 

 この改正規則は、平成 15年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 16・4・1一部改正） 

 この改正規則は、平成 16年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 17・8・23一部改正） 

 この改正規則は、平成 17年 8月 23日から施行し、平成 17年 4月 1日から適用する。 

附 則 （平成 18・3・30一部改正） 

 この改正規則は、平成 18年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 18・10・5一部改正） 

 この改正規則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 19・6・1一部改正） 

 この改正規則は、平成 19年 6月 1日から施行し、平成 19年 4月 1日から適用する。 

附 則 （平成 20・3・31一部改正） 

 この改正規則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 20・11・17一部改正） 

 この改正規則は、平成 20年 11月 17日から施行する。 

附 則 （平成 22・3・26一部改正） 

 この改正規則は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 23・10・28一部改正） 

１   この改正規則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。ただし、改正後の第１６条の規定は、平成

２４年４月１日から適用する。 

2    第１６条に定める児童定員の計は、同条の規定にかかわらず、平成２４年度から２８年度までは、

次のとおりとする。 

区分 平成 24年度 平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27年度 平成 28年度 

単式学級 

複式学級 

690 

48 

660 

48 

630 

48 

600 

48 

570 

48 

計 738 708 678 648 618 

附 則 （平成 24・6・22一部改正） 

１   この改正規則は、平成 24年 6月 22日から施行し、平成 24年 4月 1日から適用する。ただし、

改正後の第２８条の規定は、平成 25年 4月 1日から適用する。 

2    第２８条に定める生徒定員の計は、同条の規定にかかわらず、平成２５年度から２６年度までは、

次のとおりとする。 
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区分 平成 25年度 平成 26年度 

普通学級 460 440 

計 460 440 

附 則 （平成 30・3・5一部改正） 

   この改正規則は、平成 30年 3月 5日から施行し、平成 30年 4月 1日から適用する。 

   附 則 （平成 31・2・8一部改正：法人和歌山大学規程第２１１０号） 

１ この改正規則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

２ 第１６条に定める児童定員の計は、同条の規定にかかわらず、 2019年度から 2023年度までは、

次のとおりとする。 

区分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

単式学級 

複式学級 

510 

48 

480 

48 

450 

48 

420 

48 

390 

48 

計 558 528 498 468 438 

   附 則 （令和２・３・２７一部改正：法人和歌山大学規程第２２７８号） 

１ この改正規則は、令和２年 4月 1日から施行する。 

２ 和歌山大学教育学部附属校長候補者選考規程（平成 10年 12月 24日制定）、和歌山大学教育学部

附属学校長候補者選考規程に関する確認事項（平成 11年 1月 28日制定）は、廃止する。 

   附 則 （令和２・６・３一部改正：法人和歌山大学規程第２２９０号） 

  この改正規則は、令和２年６月３日から施行し、令和元年６月６日から適用する。 

 


